
市町村コード 市町村類型 交付税種地

第１次 第２次 第３次 地 方 税 2,829,570 24.3 2,707,100 43.3 2,503,451 22.3 2,194,010 31.4
平成27年 19,448人 1,430人 1,691人 6,832人 地 方 譲 与 税 57,740 0.5 57,740 0.9 　うち職員給 1,617,898 14.4 1,421,741 20.1
平成22年 21,435人 14.4% 17.0% 68.6% 利 子 割 交 付 金 4,468 0.0 4,468 0.1 1,320,563 11.8 424,604 6.4
増加率 -9.3% 1,325人 1,814人 7,727人 配 当 割 交 付 金 8,999 0.1 8,999 0.1 1,365,970 12.2 1,328,493 20.1

H31.1.1 18,875人 12.2% 16.7% 71.1% 株式等譲渡交付金 7,231 0.0 7,231 0.1 内 元利償還金 1,365,970 12.2 1,328,493 20.1
H30.1.1 19,239人 地方消費税交付金 376,822 3.2 376,822 6.0 訳 一時借入金利子 0.0 0.0

増加率 -1.9% ゴ ル フ 場 交 付 金 0.0 0.0 5,189,984 46.3 3,947,107 57.9
自動車取得税交付金 22,002 0.2 22,002 0.4 1,669,411 14.8 1,198,541 13.0
地 方 特 例 交 付 金 6,538 0.1 6,538 0.1 83,142 0.7 66,916 0.5

・税務 地 方 交 付 税 3,512,809 30.1 3,011,323 48.1 1,153,987 10.3 878,284 7.2
・老人福祉　ほか 普通交付税 3,011,323 25.8 3,011,323 48.1 一部組合負担金 518,793 4.6 487,027 3.1

特別交付税 501,486 4.3 0.0 905,677 8.0 267,529 0.0
震災復興特別交付税 0.0 0.0 32,000 0.3 0.0

小 計 6,826,179 58.5 6,202,223 99.1 1,154,552 10.3 965,950 11.2
交 通 安 全 交 付 金 1,116 0.0 1,116 0.0 0.0 0.0
分 担 金 ・ 負 担 金 6,026 0.0 0.0 1,048,044 9.3 97,352 0.0
使 用 料 173,959 1.5 14,071 0.2 　うち人件費 27,493 0.2 26,593 0.0
手 数 料 36,963 0.3 0.0 普通建設事業 994,101 8.8 96,112 0.0
国 庫 支 出 金 1,367,922 11.7 0.0 内 　　うち補助 378,958 3.4 34,487 0.0
県 支 出 金 543,814 4.7 0.0 　　うち単独 614,310 5.5 61,592 0.0
財 産 収 入 113,624 1.0 40,298 0.7 訳 　　うち県営 833 0.0 33 0.0
寄 附 金 181,462 1.6 0.0 災害復旧事業 53,943 0.5 1,240 0.0
繰 入 金 853,783 7.3 0.0 失業対策事業 0.0 0.0
繰 越 金 218,111 1.9 0.0
諸 収 入 320,730 2.7 1,039 0.0
地 方 債 1,023,100 8.8 0.0 　うち人件費 2,530,944 22.5 2,220,603 31.4

経常一般財源比率

歳入一般財源等総額

職員数 給料月額 １人当月額 改定日 １人当月額
237人 70,792千円 298,700円 H15.4.1 890,000円 議 会 費 131,457 1.2 131,444

うち技能労務職員 21人 7,020千円 334,300円 H15.4.1 688,000円 総 務 費 2,149,184 19.1 1,161,553 36,488
46人 12,535千円 272,500円 H15.4.1 615,000円 民 生 費 3,121,322 27.8 1,736,334 159,532 現 年 滞納 合 計

4人 1,301千円 325,300円 H24.4.1 443,000円 衛 生 費 1,334,547 11.9 1,051,121 40,515 市 個　　人 725,936 25.7 ▲ 2.5 99.0 67.0 98.3
13人 2,444千円 188,000円 H24.4.1 375,000円 労 働 費 0.0 民 法　　人 155,326 5.5 ▲ 8.7 99.6 23.8 97.5

300人 H24.4.1 335,000円 農 林 水 産 業 費 265,645 2.4 144,563 66,826 税 計 881,262 31.1 ▲ 3.7 99.1 57.6 98.1
96.2% 商 工 費 453,391 4.0 314,158 1,691 1,458,500 51.6 ▲ 1.5 96.9 42.0 91.8

土 木 費 723,078 6.4 379,904 350,160 62,157 2.2 3.0 98.1 27.8 93.9
消 防 費 685,631 6.1 463,818 19,214 144,921 5.1 0.3 100.0 100.0
教 育 費 842,161 7.5 617,959 141,675 0.0

371,413 49,932 7人 災 害 復 旧 費 53,943 0.5 1,240 0.0
1 104,714 1人 公 債 費 1,365,970 12.1 1,328,493 282,730 10.0 ▲ 3.9 98.4 42.0 96.0

103,794 234,561 5人 諸 支 出 金 110,468 1.0 91,092 都市計画税 122,470 4.3 ▲ 3.4 96.9 42.0 91.8
1 110,468 33人 前年度繰上充用金 0.0 入湯税 160,260 5.7 ▲ 4.3 99.5 99.5
0 0 人

89,153 397,403 7人
5,261 304,966 2人

水 道 （ 法 適 ）

7,421,679

89.8

631,352千円

2,984,425千円

定 期 航 路 １人当保険税調定額

老 人 保 健 被保険者１人当費用

下 水 道 被保険者数(31.3.31現在)

182,947円
6,107人

11,236,797 100.0
450,185円
103,381円

合 計

5,944,401100.0 7,421,679
0

2,081,091
0

1,870,363

343,219 212,274
0.445

160,000 170,000
109,052

1,183,743うち特定目的基金

577,568うち財政調整基金

2,359,504
218,110

738,741
前年度繰上充用金

標準財政規模

▲ 2.3

5,944,401

95.0%
6,258,747

目 的 税

　・介護保険　ほか 205,749

補 助 費 等

繰 出 金

積 立 金

投資・出資・貸付金
区　　分

5,371,488

・ごみ処理・し尿処理

2,829,570 100.0

1,330,487
421,560

1,328,493

旧 法 に よ る 税

479,733

投 資 的 経 費

94.6

1,328,493

3,831,144
861,033
33,750

362,754

7,851,671

97.9 43.6
後 期 高 齢 者

国 民 健 康 保 険 １世帯当保険税調定額

介 護 保 険 現年調定額 816,101 合 計

3,451世帯
普通会計からの繰入額

加入世帯数(31.3.31現在)

ラスパイレス指数　平成30年4月1日現在
軽 自 動 車 税

教育公務員 議 会 議 長

臨時職員 議 会 副 議 長

固 定 資 産 税

合　　計 議 会 議 員

区　　分 減税補てん債
臨財債発行可能額

区　　分
一般財源等

徴 収 率
決 算 額

普通会計から
の繰入金

職員数
収　入　額 市 た ば こ 税

特別土地保有税

〔事　業　会　計　の　状　況〕 〔国　保　会　計　の　状　況〕

事　業　名 実質収支額
234,561千円

実質単年度収支Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ      Ｊ

一般職員　 市 長

区 分 決 算 額 構成比

12,026,853 　目的別歳出
900,461債務負担行為限度額

教 育 長
副 市 長

区 分 構 成 比 増 減 率

97.9%

決算額のうち

普通建設事業

89.8%
6,621,347

　市税

5,944,401

歳 出 合 計

経 常 収 支 比 率
減税補てん債及び臨時財政対策債を除く

11,666,789 100.0
経 常 収 支 比 率

100.06,258,747

11,236,797
  積　　　　立　　　　金　　　　　　Ｇ　　　　　

実質公債費比率　単年 9.8
28・29・30　平均 9.1

  　繰 上 償 還 金 　　　　　　　　　Ｈ　　
積立金現在高

60,074 133,705

単 年 度 収 支　　　　　　　　　　Ｆ
公債費負担比率 16.9

公債費比率 9.2
起債制限比率 7.7

130,945 ▲ 54,302

指 数 等

6,396,175

実　質　収　支　　　Ｃ－Ｄ　　　 Ｅ
28・29・30　平均

実質収支比率

基準財政需要額
基準財政収入額

財政力指数　単年

5.3

0.439
86,773

429,992

翌年度に繰越すべき財源　　　Ｄ 5,836

歳入歳出差引額　　Ａ－Ｂ　　　Ｃ

歳　出　総　額　　　　　　　　　　Ｂ 11,236,797 11,426,573

物 件 費
維 持 補 修 費

歳　入　総　額　　　　　　　　　　Ａ

区　　分 平成30年度 平成29年度 （広　域　連　合） （ 一 部 事 務 組 合 ）

11,666,789 11,644,683

扶 助 費

22年 公 債 費

小　計

国 調
・辺地　・過疎　・山振　・離島　・農工　・中部圏

・近畿圏　・半島　・リゾート　・特定農山村

　性質別歳出
決 算 状 況 市 町 村 名

み え け ん と ば し

三 重 県 鳥 羽 市
Ⅰ － １ Ⅰ － １

経 常
一 般 財 源

一 般 財 源 等決 算 額 構成比

国　調

平 成 ３ ０ 年 度 2 4 2 1 1 0
　歳入

人口密度
産業別就業者数

経常
一般財源

左の構成比

区 分

区 分
経常収
支比率

人　　　　　　口 面積
人 件 費

区 分 決 算 額 構 成 比

2,081,091

107.34km
2

消防職員

合 計 　 積立金取崩し額 　　　　　　　　　Ｉ　　
うち減債基金

〔一　　般　　職　　員　　等〕 〔特　　別　　職　　等〕

31,019 ▲ 90,597
地方債現在高

27年
国 調

基　本
（ 指 定 団 体 等 の 状 況 ）

台　帳

平成27年
181人／K㎡

平成22年
198人／K㎡住　民
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